Ⅱ　様式20



年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　　

二部授業実施届

　　○○小（中）学校において、次のとおり二部授業を実施したいので、学校教育法施行

規則第９条の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

１　実施の理由

２　実施の期間　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

３　実施の方法

[添付書類] 

法人の理事会及び評議員会の議事録の写し


年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　　

専攻科（別科）の設置届

　 ○○高等学校に専攻科（別科）を次のとおり設置したいので、学校教育法施行令第27条

の２第１項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

１　設置の理由

２　名　称

３　位　置

４　学則の変更条項新旧対照表

	　旧　　　条　　　項
	新　　　条　　　項

	
	


　５　経費及び維持方法

６　設置の時期

 [添付書類]

１　学則（変更前及び変更後）

２　施設・設備調書（Ⅲ　作成例22（その２））

３　学級編制表（Ⅲ　作成例24）

４　教職員組織表（Ⅲ　作成例25）

５　教職員名簿（Ⅲ　作成例26）

６　教職員別担当時間数表（Ⅲ　作成例28）

７　設置後２年間の事業計画書〈注①〉及び収支予算書（Ⅲ　作成例18）

８　設置する専攻科（別科）に係る不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等〈注②〉

９　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

10　当該学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面（注③）並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図及び校舎明細表（Ⅲ　作成例23）

（注）

　１　あらかじめ県私学振興課と協議すること。

1 設立後３年間の施設・設備の整備計画及びその他の主要な事業計画を、年度別に記載すること。施設・設備の整備については、事業規模、事業費、財源、実施時期等を、その他の主要な事業計画は、教職員組織の充実、寄付金の募集、給与の改定、卒業後の就職先等の確保等を具体的に記載すること。

2  権利の所属を明らかにする証明書類等とは、次の書類をいう。

ア　土地及び家屋の登記簿謄本

イ　未登記の場合は、前所有者の登記簿謄本及び売買契約書（若しくは寄付申込書）の写し又は不動産の所有についての市町長の証明書

ウ　土地が農地等の場合には、上記の書類のほか農地転用許可書等の写し

エ　建築中の建物については、建築確認通知書の写し及び請負契約書の写し

3 校地の状況を明らかにする図面は、校舎敷地、運動場及びその他用地の用途別面積を明らかにした求積図等面積の確認できる書類とすること。


年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　　

専攻科（別科）の廃止届

　 ○○高等学校に専攻科（別科）を次のとおり廃止したいので、学校教育法施行令第27条

の２第１項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

１　廃止の理由

２　廃止の時期

３　廃止の内容

	専攻科（別科）
	学科名
	定員
	在籍
	備考

	
	
	人
	人
	


４　生徒の処置方法

５　教職員の処置方法

６　資産の処置方法

７　指導要録等の保存方法

 [添付書類]

１　学則（変更前及び変更後）

２　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し


年　月　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名

校長採用届
○○学校の校長を次のとおり定めたので、学校教育法第10条<注①>及び私立学校規程第３条第１項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

１　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),氏　　名)
２　専任又は兼任の別

３　採用の年月日

４　校長の資格の区分<注②>

[添付書類]

１　履歴書

２　教員免許状の写し

３　身体検査書の写し

４　誓約書（Ⅲ　作成例10）

５　法人の理事会の議事録の写し

（注）

　１　幼稚園の場合は、「学校、校長」を「幼稚園、園長」と読み替える。また、学校教育法施行規則第21条及び第22条により園長に採用できるのは、同第20条により任用し難い特別の事情がある場合に限定されており、安易に無免許者を採用すべきではない。

　２　採用した校長が同時に学校法人の理事に就任する場合は、理事変更届（Ⅰ　様式７）を併せて提出すること。

①　専修学校の場合は「学校教育法第133条で準用する同法第10条」、各種学校の場合は「学校教育法第134条で準用する同法第10条」とすること。

②　校長の資格については、学校教育法施行規則第20条に記載された区分を記載すること。


年　月　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名

校長解職届
○○学校の校長を次のとおり解職したので、私立学校規程第３条第２項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

１　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),氏　　名)
２　解職の年月日

３　解職の事由

[添付書類]

１　法人の理事会の議事録の写し（法人の場合のみ）〈注①〉

（注）

１　専修学校の場合もこれに準じて届け出ること。

①　採用、解職を同時に届け出る場合は省略できる。
２　幼稚園の場合は、「学校、校長」を「幼稚園、園長」と読み替える。


臨時休業等実施報告書

　年　月　日　

私学振興課長　様

学校長

次のとおり、臨時休業（授業の一部停止）したので報告します。

　

記

１　臨時休業実施日　　　　　　　年　　月　　日（　曜日）

第　　時限から第　　時限まで

２　臨時休業の理由

３　臨時休業に伴う措置

（注）災害、感染症等により授業を臨時に休業した場合に提出する。

年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　

生 徒（園 児）募 集 停 止 報 告 書
○○学校（幼稚園）の　　　　　年度の生徒（園児）募集を次のとおり停止したいので、
私立学校法第６条、第64条第１項の規定により、関係書類を添えて報告します。
	生徒（園児）募集を

停止する学校の名称
	

	生徒（園児）募集を

停止する理由
	

	生徒（園児）募集を

停止する課程、学科
	

	教職員の処置方法
	

	施設設備の処置方法
	


 [添付書類]

１  法人の理事会及び評議員会の議事録の写し
２　過去５年間の生徒等の在籍状況表
（注）
１　募集を停止する年度ごと提出すること。

２　廃止に伴う募集停止の場合には、提出不要とする。

３　休校とする場合には、授業停止届を提出すること。

４　高等学校については、生徒募集を停止しようとする課程及び学科の単位で報告すること。

【記載例】

	生徒（園児）募集を

停止する学校の名称
	○○高等学校

	生徒（園児）募集を

停止する理由
	近年、○○科への進学希望者が減少し、クラス編制が困難であるため。

	生徒（園児）募集を

停止する課程、学科
	○○○課程　　○○科

	教職員の処置方法
	他の○○科があり、担当時間の調整を行う。

	施設設備の処置方法
	他の○○科と使用区分を調整する。



年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　　

授業停止届

　　○○学校の授業を次のとおり停止したいので、私立学校規程第２条の規程により、

届け出ます。

１　理　由

２　児童又は生徒の処置

３　期　間

[添付書類] 

法人の理事会及び評議員会の議事録の写し（法人の場合のみ）

（注）

　１　専修学校の場合もこれに準じて届け出ること。

２　非常災害その他急迫な事情による場合には添付資料は不要。


年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学　校　名

校長　　　氏　　　名　　
災害による被害状況報告

　○○学校の災害による被害状況について、別紙のとおり報告します。

[添付書類] 

１　災害による被害状況報告書（様式28の１）

２　被害写真
（注）

　火災、風水害など地震災害以外の災害に係る被害状況について届け出ること。

私立学校等被害情報

市町報告日時：令和　　年　　月　　日　　　時　　　分

報告組織・担当者名：

１　学校名：

２　区分：　　１幼稚園・２小学校・３中学校・４高等学校・５特別支援学校・６専修各種学校

３　児童生徒・教職員の状況

（１）児童生徒　　　　　　　　　　　　　　（２）教職員
	全児童・生徒数
	人
	全協職員数
	人

	在校状況
	保護（残留）
	人
	在校状況
	保護（残留）
	人

	
	下校（引渡し）
	人
	
	下校（引渡し）
	人

	被害状況
	無事確認
	人
	被害状況
	無事確認
	人

	
	負傷
	人
	
	負傷
	人

	
	死亡
	人
	
	死亡
	人

	
	未確認
	人
	
	未確認
	人


　　　　修学旅行等

　　　　校外活動状況

４　施設（設備）被害状況

	
	全壊又は半壊により使用不可
	一部損傷又は被害無しで使用可

	棟名

・

施設名
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


５　その他の状況

	食料
	食分

	飲料水
	人分

	寝具等
	人分


　　　　食料・飲料水等の不足状況　　　　
※避難所運営責任者の指示又は施設内の

保護（残留）児童生徒数、避難者数より推定

	授業再開の支障となるもの
	

	避難所等の状況
	


備考（その他、補足する情報がある場合は、記入してください。）

★学校行事への影響、落下物などありましたらご記入ください。

生徒（児童、園児）事故（事件）報告書

　 年　月　日　

静岡県スポーツ・文化観光部私学振興課長　様

学校長（園長）　氏　　　　名　　

　生徒（児童、園児）に事故（事件）があったので次のとおり報告します。

	事故（事件）名

	発生日時

	発生場所等

	生徒（児童、園児）の学年・氏名等

	事故（事件）の内容

	学校側の対処

	その他


提出先　〒420-8601  静岡市葵区追手町９番６号　静岡県スポーツ・文化観光部私学振興課

　　　　ＦＡＸ　054-221-2943　（ＴＥＬ　054-221-3346）

（注）

１　事故（事件）の報告は概要を電話、ＦＡＸ等で迅速に行った後、詳細を上記書式で後日提出

すること


年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　校長　　氏　　　名　　
　　

海外修学旅行実施届

　○○学校の海外修学旅行を実施したいので、計画書を別紙のとおり届け出ます。

<別　紙>

海外修学旅行実施計画書

学校名　　　　　　　　　　

１　目　的

２　目的地

３　日　程　　　年　月　日から　　年　月　日まで（　　日間）<注①>

４　学校連絡先（所在地、電話番号、ＦＡＸ番号等）

５　夜間休日連絡先（連絡責任者名、住所、電話番号等）

６　宿泊先（所在地、名称、電話番号等）

７　旅行会社（所在地、名称、電話番号等）

８　保険会社（所在地、名称、電話番号等）

９　参加者

(1) 課程、学科、学年

(2) 参加生徒数　　男　　人・女　　人　計　　人

(3) 参加率　　　　男　　％・女　　％　計　　％

(4) 引率職員　　　男　　人・女　　人　計　　人　<注②>

10　生徒一人当たり費用

11　その他参考事項

（注）

　①　フライト便名、見学場所、宿泊地等を含む全行程が明らかになる行程表（３部）を添付すること。

2 参加者全員の氏名、年齢、性別が明らかになる名簿を添付すること。

3 外務省宛書式　３部（旅行に参加する生徒が10人以上の場合のみ）

4 身元を保証する外国人生徒リスト　３部（該当する場合のみ）

年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校名
指定番号

校　　長　　　　氏　　　名　　
学校学生生徒旅客運賃割引証交付願
　次のとおり学校学生生徒旅客運賃割引証を交付願います。

	請求枚数
	課程・学科名
	生徒数
	未使用枚数

	
	
	人
	枚

	枚
	
	人
	

	
	計
	人
	(　　年　月　日現在)



受　領　書

　　学割証　　　　　　枚受領しました。

年　　月　　日

受領者　　職　　氏　　　名　

	年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名　　　　　　　　　　　　

理事長等代表者名　　氏　　　名　　

〈注①〉

学校設置計画書

　○○学校を設置したいので、関係書類を添えて計画書を提出します。
[添付書類] 
１　設置趣意書

２　設置要項（Ⅱ　様式１の１）

３　学則

４　施設・設備調書（Ⅲ　作成例22（その１））

５　飲料水に関する証明書

６　学級編制表（Ⅲ　作成例24）

７　教職員組織表（Ⅲ　作成例25）

８　教職員名簿（Ⅲ　作成例26）及び教職員人件費内訳表（Ⅲ　作成例27）

９　校長及び教員の履歴書（Ⅲ　作成例９）、最終学校卒業証書の写し又は卒業証明書、誓約書（Ⅲ　作成例10）、教育職員免許状の写し及び身体検査書

10　教職員別担当時間数表（幼稚園を除く）（Ⅲ　作成例28）

11　学校医等の就任承諾書（Ⅲ　作成例13）

12　創立費調書（Ⅲ　作成例19）

13　計画書提出年度から修業年限の最終年度までの事業計画書及び収支予算書

（Ⅲ　作成例18）

14　設置する学校に係る不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等及び不動産以外の重要な財産の権利の所属についての銀行等の証明書類

15　照度証明書（夜間において授業を行う学校のみ）

16　設置者関係書類

(1) 設置者が法人の場合

ア　寄附行為等

イ　財産目録（Ⅲ　作成例14）

ウ　法人の登記簿謄本（既存の法人のみ）

エ　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し（法人新設の場合は、設立決議録）

オ　理事長（法人新設の場合は、設立代表者）の履歴書

(2) 設置者が個人の場合

　ア　設置者の履歴書及び誓約書（Ⅲ　作成例10）

イ　設置者の住民票及び印鑑登録証明書
16　当該学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図及び校舎明細表（Ⅲ　作成例23）

（以下、学校法人を併せて設立する場合のみ）

17　寄附行為

18　設立趣意書

19　設立発起人会決議録の写し

20　設立代表者を定めたときは、その権限を証する書類（Ⅰ　様式１の１）

21　学校法人の役員等組織（Ⅰ　様式１の２）

22　役員の就任承諾書（Ⅲ　作成例６)、履歴書及び誓約書（Ⅲ　作成例10）

23　財産目録（Ⅲ　作成例14）

24　不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等（注⑥）及び不動産以外の重要な財産の権利の所属についての銀行等の証明書類

25　負債償還計画書（Ⅲ　作成例20）




〈注〉

１　提出部数２部

1 設置者が個人の場合は、住民票に記載された住所、氏名を記載すること。

2 学校法人を併せて設立する場合は、「学校法人設立及び学校設置計画書」とすること。


